
総務省独立行政法人評価委員会統計センター分科会（第38回）議事録 

 

統計局総務課 

 

１ 日時 平成26年６月24日（火）14:00～15:50 

 

２ 場所 総務省第２庁舎６階特別会議室 

 

３ 出席者（敬称略） 

（分科会所属委員） 

 分科会長  廣松毅 

委員    引頭麻実 

専門委員  磯部哲、河端瑞貴、木村直人、小林稔、小町谷育子 

（総務省統計局） 

須江統計局長、井波官房審議官、佐伯総務課長、上田総務課調査官、 

谷道総務課企画調整担当課長補佐 

（独立行政法人統計センター） 

戸谷理事長、山下理事、千野理事、渡辺理事、中山監事、文野監事、 

小室総務部長、田中製表部長、油井統計情報・技術部長、小松経営企画室長、 

杉田総務課長、茂木財務課長、黒川経営企画室企画監 

 

４ 議題 

（１）平成25年度に係る業務実績の報告について 

（２）平成25年度の財務諸表等の承認に必要な意見聴取について 

（３）その他 

 

５ 議事録 

（廣松分科会長）定刻になりましたので、ただいまから第38回総務省独立行政法人評価委

員会統計センター分科会を開催いたします。 

 開催にあたりまして、須江統計局長よりご挨拶をいただきます。 

 

（須江統計局長）本日は、お忙しいところお集まりいただきまして、誠にありがとうござ

います。今回は、第３期中期目標期間の初年度の平成25年度の業務実績につきまして、統

計センターからご報告させていただく、今年度最初の分科会でございます。各委員におか

れては、７月の分科会に向けて、業務実績の評価をお願いしたいと思っております。 

なお、独立行政法人制度の見直しが行われておりまして、６月６日に独立行政法人通則
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法が改正されまして、来年４月から新たな制度が導入されます。統計センターは公務員身

分を有する、国に近い位置づけの行政執行法人として、単年度管理ということになります。

このために、現行制度の下での評価は今回が最後となりますけれど、委員のご評価を踏ま

えまして、引き続き統計センターの効率的な運営ができますように、新制度になっても適

切に対応してまいりたいと考えていますので、よろしくお願いいたします。 

統計局は統計センターと協力して様々な取組を行っておりますが、特に、政府全体で推

進しておりますオープンデータへの取組につきましては、政府のトップランナーとして、

API 機能による統計データの高度利用環境の構築、また統計 GIS機能の強化など様々な取組

を行っています。 

この４月には、局・センター職員のアイデアに基づいて、API機能を使って、スマホのア

プリを一つ開発しております。このスマホアプリは、いつでもどこでも最新のデータが見

られるようにということで、現在はアンドロイド版ですが、名前は「アプリ De統計」とい

うものでございます。４月半ばにリリースしたばかりですが、このところで２万件を超え

る登録となっておりまして、出張に行かれる方が、この場所はどんな場所だろうと思って、

GPS と連動した統計データを取れるといった、そういう機能が付いていますので、社会人あ

るいは学生をはじめ、多くの方に使っていただけるものだというふうに思っておりますし、

７月にこのアプリもリニューアルするようにしていまして、自治体の統計データを GPS と

連動して取れるので、せっかくなら自治体の広報にも使えるだろうということで、自治体

案内の情報をですね、ページを飛ばせるようにして、写真付きでここに来たらこれを食べ

た方がいいとか、ここ見に行った方がいいみたいな、そういったように使ってもらえるん

じゃないかと思っております。今年度中には iPhone版もリリースしますので是非お使いく

ださい。よろしくお願いします。 

更に、我々はこれまで、統計リテラシーの普及・啓発を先導してきましたけど、その経

験をいかして、また統計学会等とも協力して、統計センターとともに、政府の経済成長戦

略の一環として、データサイエンス力の高い人材育成のための取組を行います。 

６月１日から既に統計局のホームページのほうで、社会人向けの統計教育サイト「デー

タサイエンス・スクール」を開校しております。これはサイトでの運用なのですが、今流

行の MOOCという手法があって、１時間とか２時間という講義をそのまま流すとなかなか見

られないし、理解も進まないので、それを10コマとか15コマとか細かく区切って、たとえ

ば５分講義したら小テストをやって、次も５分講義やって小テストというように、組み立

てることによって、いつでも何度でも分からないところは繰り返し見られるし、個人の習

熟度に応じて、学習度に応じて次に進めるという仕掛けが日本でも取り入れられておりま

すので、そういう仕組みに乗せて、データサイエンス力の高い人材を社会人、特にビジネ

スの方にもよく学んでいただけるような取組も考えております。 

また来年度は国勢調査の年になりますが、我が国で初めて、全国津々浦々で、オンライ

ン調査を実施いたします。前回、住宅・土地統計調査で約350万の標本でやってみたのです
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が、今回は約5,000万世帯全部を対象にして、オンライン調査ができるようにいたします。

また、スマホでも回答できるというシステムを開発することにしております。そういうこ

とによって、オンラインによる回答を、一千万を超える世帯から回答をいただけるように

というふうに企画しております。 

一千万を超えるオンライン回答数といいますのは、世界最大規模ですので、ある意味日

本の ITシーンの技術の水準を示すトータルのパッケージとして、これだけの規模の調査を

動かせるということを世界に示すいい機会だと思っておりまして、大臣からも「ビッグチ

ャレンジ」だから頑張れというご指示をいただいておりますし、統計センターとともに、

これをつつがなく動かせるようにしていきたいと思っております。 

統計局は政府の中核的統計機関でありますので、今後とも統計センターと緊密な連携を

とりながら、一体的に、ニーズの高いよりよい統計の提供に向けて、取り組んで参ります

ので、引き続き先生方のご指導、ご鞭撻をよろしくお願いいたします。 

以上でございます。 

 

（廣松分科会長）どうもありがとうございました。それでは議事に入ります。本日の議題

は、お手元の議事次第のとおりでございます。まず、議題について、事務局から説明をお

願いいたします。 

 

（佐伯総務課長）それでは、ご説明いたしますが、その前に事務局の人事異動がございま

したのでご紹介させていただきます。 

 ５月30日付で、人事・恩給局次長から統計局担当大臣官房審議官に着任いたしました井

波審議官です。 

 

（井波官房審議官）井波でございます。よろしくお願いいたします。主に、統計の情報戦

略を担当させていただきます。皆様には大変お世話になりますけど、よろしくご指導をお

願いします。 

 

（佐伯総務課長）本日の分科会でございますけれども、ペーパーレスの推進ということで、

一部の資料につきましては、iPad でご覧いただくことになりますので、ご協力をお願いい

たします。操作方法につきましては、後ほどご説明をいたします。 

それでは、お手元の議事次第をご覧いただきたいと思います。本日の議題について、ご

説明いたします。まず、業務実績について、統計センターから報告を行います。次回分科

会までの間に、委員の皆様に評価をお願いするものであります。 

 次に、平成25年の財務諸表等について、統計センターから報告を行います。総務大臣が

承認を行うに当たって、当分科会の意見を伺うものであります。 

 これらにつきましては、親委員会であります、総務省独立行政法人評価委員会の議決に
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ついては、当分科会における議決がそれになるということでありますので、よろしくお願

いいたします。 

 その他に、今年の通常国会で関係法律が成立いたしまして、先ほど局長からも話があり

ましたけども、来年の４月から新たな独立行政法人制度が始まります。その概要につきま

して、御説明をいたします。 

また、せっかくの機会ですので、先ほど局長からお話しございましたけども、最近の統

計局の取り組み、一つは統計データをより身近なものにしていく「アプリ De 統計」。それ

から、データサイエンス教育の関係についても、皆様にご紹介をしたいと考えております。 

 続いて、iPad での操作方法について、説明をいたします。 

 

（谷道総務課企画調整担当課長補佐）iPad の使用方法につきまして、ご説明いたします。

机の上の iPad の使用方法の紙もご参照いただければと思いますが、①～⑤までございます。

ポイントといたしましては、困ったらと申すと変ですが、下の方に丸いボタンがあります

ので、これを押していただくとホーム画面に戻ります。 

ポイント一つ目ですが、資料は iBooks というアイコンというかアプリに入っています。

iBooks をタップいただきますと、資料の一覧がございますので、見たい資料につきまして、

タッチしていただくとその資料が出る。一つ目のポイントは iBooksに入っているというこ

とでございます。 

 二つ目のポイント、資料の切り替えでございます。資料の切り替えにつきましては、画

面の真ん中の方をタッチしていただきますと、上下にバーが出てきます。上の方のバー、

左上の方にライブラリというものが出ておりますので、資料を切り替えたいという場合は、

画面の中央をタップいただきまして、左上にあるライブラリを押していただきますと、資

料の目次のページに戻ると。そこで資料を切り替えていただくということでございます。 

 最後、大部に至りますページにつきましては、たとえば１ページから20ページに飛びた

いなという、そういうページのジャンプにつきましては、同じように画面の中央をタップ

いただきますと、下の方に目次というか、資料のページの縮小が出ますので、この下の方

のスライドを触っていただくと、ページのジャンプができるということでございます。 

 以上、簡単ではございますが、iPad の使用方法でございます。また、ご不明な点ござい

ましたら、挙手いただければ、担当の者から応対させていただきますので、よろしくお願

いいたします。 

 

（廣松分科会長）新しい試みで、いろいろ我々も習熟しなくてはいけないようです。どう

ぞ。 

  

（谷道総務課企画調整担当課長補佐）一点すみません。ペーパーと iPadの資料の区分けな

のですが、議事次第１ページおめくりいただきますと、配布資料一覧がございます。配布
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資料一覧の左側の方に<iPad>と書いてあるものにつきましては、iPad のみに入っていると

いうことでございます。ご承知おきください。 

 

（廣松分科会長）よろしいでしょうか。それでは、早速、議題１から議事を進めさせてい

ただきます。議事の１、平成25年度の業務実績の報告につきまして、統計センターから説

明をお願いいたします。 

 

（小松経営企画室長）それでは、私の方から平成25年度の業務実績について、ご報告をさ

せていただきたいと思います。よろしくお願いいたします。 

それでは早速ですが、資料の統分38-1-1、平成25年事業報告書の概要とされております

資料の方をご覧ください。まず１ページ目でございますが、こちらで平成25年度の、私ど

も統計センターの事業の特徴をご説明させていただきます。二つ目の囲みをご覧いただけ

ればというふうに思いますが、平成25年度の事業背景・特徴という項がございます。こち

らの一つ目の四角の方にございますとおり、統計センターの業務に非常に大きな影響を及

ぼします、周期調査といわれます大規模調査ですね、これにつきましては、平成25年度は、

平成25年住宅・土地統計調査というもの一本がございまして、こちらが25年度に始まりま

す、というかたちになっています。これ以外にですね、こちらに書いてあります通り、平

成22年の国勢調査、平成24年経済センサス活動調査、平成24年就業構造基本調査の製表業

務も行っておりますが、これらに関しましては最終年度という形になっておりますので、

それほど大きな業務量ではなかったということでございまして、基本的にはですね、前年

度でございますと、周期調査については二本ほどあったという形にはなるのですが、今年

度はそういう意味合いではですね、業務量全体として、ちょっと少なめになっているよう

な年度であるというふうにご認識いただければと思います。 

それから三つ目の四角の方にございますとおり、次世代統計利用システムということで

ですね、さきほど統計局長からのご挨拶にもございましたけれども、こちらに関しては一

般への試供提供の開始をいたしたというのも、一つ大きな特徴という形になっています。

詳細については、順次ご説明をさせていただきます。 

 それから、もう一つ下の囲みでございますが、平成25年度の年間総業務量に関してご説

明を申し上げます。一つ目の四角にございますとおり、年間総業務量につきましては、22

万7,445人日という形になってございます。これに関しましては常勤職員分が約18万人日と

いうことで、これでは到底賄いきれるような数字ではないということもございますので、

再任用職員、あと非常勤の職員、派遣職員を活用した上で、更に一番下に帯グラフがござ

いますけど、その右に四角で囲んでございますが、格付け支援システムによる活用分とい

うことで、ICTによる効率化を行って、賄っているというような状況になってございます。 

 その効率化等々の内容に関しまして、次の２ページから順次ご説明をさせていただきま

す。２ページ目、業務運営の高度化・効率化の取組というところでございますが、一つ目
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の囲み、二つ目の囲みで書いてございますけど、まず業務経費に関する削減、それから常

勤の役職員数に関する削減、こちら両方とも年度計画という形で、業務経費については、

3.2％の削減、あと常勤役職員の削減については、791人以下という形で目標が設定されて

おりますが、こちらについては目標通り、削減を達成したという形になってございます。 

それから一つ下の囲み、常勤職員の給与水準でございますが、申し訳ございませんが、

こちらの方はですね、昨年と同様、今の段階ではまだ確定数値が出てございませんで、次

回、7月の際に、25年度の数値については改めてご説明をさせていただくという予定にさせ

ていただいております。こちらの囲みの中に書かせていただいているのは、昨年度の実績

ということでございまして、ご参考までにご覧いただければというように思います。 

３ページ目の方にお進みいただきまして、民間委託等に向けた取組でございます。こち

らは先ほどご紹介いたしました、住宅・土地統計調査の実績ということで、調査書類の受

付整理業務及び OCR の入力業務、これらは周期調査では、毎回毎回、派遣職員を活用して

おりまして、実施をした形になっております。 

また ICT を活用した削減・効率化というところに関しましては、二つ目の囲み、二つ目

の四角のところをご覧いただければと思いますが、住宅・土地統計調査の方でですね、市

区町村ごとの住所を、市区町村コードに格付けるということについて、ICTによる業務支援

というのを行っておりまして、これによって912人日分の削減効果ができるというような状

況になっております。 

続きまして、４ページ目の方をご覧ください。一つ目の囲みの方では、業務・システム

の最適化というところになります。一つ目の四角に関しましては、現在導入に向けて作業

を行っています、平成27年１月から稼働する新システムについて、簡単でございますが記

載をさせていただいております。システムの統合とか、データセンターの活用等々によっ

てですね、セキュリティ上にもしっかり配慮したシステムをつくるということで現在準備

中です。また現行のシステムの運用状況については、二つ目の四角のところに記載がござ

いますが、これらについてもですね、いずれもしっかりと運営しておりまして、各々問い

合わせの件数につきましても、照会の件数につきましても、昨年度よりは若干低めの数値

で抑えられているというような状況になってございます。 

それからその下、二つ目の囲み、随意契約等の見直しの項目でございます。こちら随意

契約に関しましては、真にやむを得ないものということで、水道量、ガス量、官報掲載料

の３件となってございます。それから一般競争入札による契約締結は22件で、このうち一

社応札になった件数については、今回７件という形になっております。ちなみに昨年度の

実績は契約締結が40件の一社応札が13件と言うことで、全般的に契約件数自体が減ったこ

とが、原因という形でだいたい同程度という形になってございます。なお、いずれの契約

につきましても、監事及び外部有識者による監視委員会の設置という形は例年よりやらせ

ていただいておりまして、中身についてのチェックはしっかりと受けておるというような

状況となってございます。 
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続きまして、５ページ目をご覧ください。製表業務の実施状況・満足度という部分にな

ります。こちらではですね、業務量の計画、実績を数値でお示しして、評価していただく

という部分になりますが、平成25年度の特徴といたしましては、製表業務全体の数値の増

減率等々を見ていただきましてもお分かりのとおり、全体といたしましては効率化等の努

力により、計画よりも少ない人日で実施したという形にはなっております。内訳で見てい

きますと、周期調査のほうですね、増減率が9.8％の増、経常調査の方で、増減率9.7％の

減というあたりが若干目立つというか、目に付くことになります。こちらにつきましては、

上の枠囲みの中の、二番目の四角の方にもですね、記載をさせていただいておりますが、

統計局からの要請によりまして、次期平成27年の国勢調査に向けてですね、データ整理を

やってくれというお願いがございまして、こちらを前倒しでやりましょうということにな

りました。ということで、こちらをやるということで、家計調査等を中心に経常調査の効

率化を一層頑張って進めさせていただきましたという形でこのような結果の数字という形

になっています。なお、評価にお使いいただきます、個々の調査に関しましての業務事項

の取組や特記事項に関しましては、報告書本体に細かくは書いてありますが、別途一応御

参考までということで、大きめな紙をお配りさせていただいております。こちらに関しま

しても、個々にご説明をするのは時間の関係で遠慮させていただくという形になりますが、

全体的な傾向といたしましては、業務改善への取組に関しましては、基本的には日々業務

をやる中で出てきた意見等々をとりまとめまして、システムの改善を計画的に、元々計画

の中の人日の中に入っている範囲で行ってきまして、それによって出てきている効果、そ

れなりの改善をしていっているというようなものがほとんどでございます。また、裏面の

ほうに受託製表の業務に関する一覧がございます。例えばこちらの方はですね、受託製表

という形なので、委託先とのデータのやりとりというのは日常的にある程度発生するよう

な形になりますが、こちらを過去であればですね、メールの送信という形で行っておりま

したものですから、データ量がどうしても制限されるということで、何回も何回もわけて

メールで送っていたところを、政府共通で用意されている掲示板のようなシステムがあり

まして、これをお願いして使わせていただくということで、やりとりの回数が約三分の一

に減りましたというような実績もあげてございます。詳細については、後ほどですね、ゆ

っくりとご覧いただければというように思います。 

再び概要のほうにお戻りいただきまして、６ページ目でございます。製表業務に関連い

たしまして、所管の省庁等々から、満足度という形でアンケートをとらせていただいてお

ります。その結果について、ご説明をいたします。全体の結果といたしましては、満足と

おおむね満足を合わせた、要は全体としての満足で、94.2％となかなか高い評価をいただ

いているのかなというように思います。満足というご評価をいただいた中にはですね、例

えば、成果物を早期に提供していただいた、若しくは、委託元の事情でスケジュールの変

更があったときに柔軟に対応してもらった、若しくは製表上の相談ですね、これはどうい

うふうに処理すればいいのかみたいな話にも対処してもらったという形で、プラスの記載
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をいただいたものもございました。また逆にですね、不満という評価が返ってきたものに

ついては、数値上では足し算しますと３になるんですが、全体としては２件ございました。

こちらについては、主な意見と要望と対応という形で、その下の方にですね、表でまとめ

させていただいております。１件はデータ入力の際の入力誤りが複数あったという案件で

ございまして、もちろん、これについても指摘を踏まえた上で成果物自体は期限通りに提

出してありますが、そういうミスがあったということで、こういうことが今後ないように

ですね、入力方法の確認方法については検討していくという対処をとっております。 

もう一つにつきましては、４半期に一辺に製表していくという業務の中で納品後に受領

書の提出をお願いしているという形になっていますが、期限までに物自体は納めたけれど、

受領書は未提出ということで、次回の納品時である３ヶ月後に督促をしたところ、そもそ

も異動等の関係で、向こうの方が前回の納品物が来ているのに気がついていなかったとい

うことで、ちょっとトラブルになったというような事例でございます。向こうの異動等々

のことがありまして、中々再発防止というのも難しいところもあるんですが、いずれにし

ましても、督促は３ヶ月後ということについてはですね、私どもの方としては非常にこれ

は問題じゃないかということで、もうちょっと早い段階でするように、具体的には、１週

間を目途として督促を行いましょうと。それでこういうことが発生するのを未然に防ぎま

しょう、というような対策をとっているというところでございます。 

続きまして７ページ目の方に進みます。統計データの二次的利用業務の部分になります。

こちら一番上の囲みのですね、二番目の四角のところにございますとおり、オーダーメイ

ド集計に関しましては、実績としては、12件、66表を提供させていただいたという形にな

ります。昨年度と比較いたしますと、件数はともかく、表数の方はかなり減っているよう

に見えるんですが、こちら昨年度の実績がですね、国勢調査に関する相当詳細な集計表を

結構求められた方がいたというところがございまして、基本的に昨年度よりはちょっと多

かったというような状況にあるというように認識をしております。それから二つ目の囲み

の部分ですね、こちらの匿名データの作成・提供に関しましては、二つ目の四角にござい

ますとおり、今回33件の160ファイルという形の提供でございまして、昨年度に比べて若干

実績としては増えているというような状況になります。なお、匿名データに関しましては、

国勢調査の提供を開始しましたが、年度末ぎりぎりだったということもありまして、あま

りまだ実績があがっておりませんで、こちらは今後伸びていくことを期待しているところ

です。 

それでは、引き続き８ページの方をご覧ください。二次的利用に関しましては、より多

くの方々に活用していただこうということで、いろんな機会を踏まえてですね、私どもの

方で広報活動をやっております。25年度の広報の実績といたしまして一覧にまとめさせて

いただいているというところです。学会等々でですね、一応お話しをするでありますとか、

あとは私どもの方で主催をしている研究集会のようなものを開く、ということを実施させ

ていただいております。二次的利用の対象者が基本的には学術利用ということで、一番の
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ユーザーの方々にご理解をいただくべく努力をしているというところでございます。 

それでは９ページをご覧ください。９ページ目は政府統計共同利用システムの運営管理

の部分になります。このうち一番目の最初の囲みにございます国民向けのサービスにつき

ましては、e-Stat等々の話がメインになりますけども、登録数につきましては、481統計101

万ファイルという形で着実に増加を計らせていただいておりますし、システム自体のアク

セスに関しましても、年間1,759万件ということで、ここだけ見ると前年度よりも減ってい

るように見えるかと思いますが、先ほど、統計局長の方からのご挨拶にも若干入っており

ましたし、あとでご説明もさせていただきますが、次世代の統計システムということで、

別系統での提供も試行的に行っておりまして、そちらの方へのアクセスも別途533万件ある

ということで、合わせて考えると、実績としてはですね、そう悪くないのかなというよう

な形で考えているところでございます。それから、政府統計オンライン調査窓口、オンラ

イン調査の機能に関しましても、前年度と比較しまして若干増えているということで、12

省庁48統計でオンライン調査の実施を行っているという形になります。それから二つ目の

囲みでございます、行政向けサービス等というところに関しましては、事業所母集団デー

タベースサービス等についても、着実に実績をあげているというような形になってくると

思います。また、国民向けサービス、行政向けサービス双方でですね、システム障害の時

間ですとか、システムの稼働率等々の目標がございますけれども、こちらについても目標

を達成しているという状況になってございます。 

それでは10ページ目をご覧ください。統計利用の高度化等に向けた取組ということで、

示させていただいております。最初の四角では、冒頭で統計局長からもお話がございまし

た次世代統計利用システムについての記載がございます。こちらについては、公共データ

のオープンデータ化ということで、統計分野は従来からトップランナーだといわれるとこ

ろもありまして、これまでも、e-Stat 等で取組を進めておりますが、更に先を目指しまし

ょうということで、地理情報と GIS を絡めたアプリケーションですとか、プログラムから

自動的にデータを持ってくることが可能になる API というようなことについて、ずっと研

究開発を進めてまいりました。平成25年度にはこれらについて一般提供を開始したという

ことで、提供されている方々からはですね、それなりに中々いい反応が返ってきていると

いう状況になっております。実際に何回かアンケート等もとっておりまして、ここでのご

指摘も踏まえながら、今後も改善をするとともにですね、APIの機能に関しましては今年度

中に正式に e-Statの方に掲載するというような方向性となっております。また、４つ目の

四角にございます、こちらもさきほど統計局長のほうからですね、ご説明がありましたけ

ども、統計局と共同で、API の活用事例コンテストというものを開催しまして、こちらで出

てきたアイデアがですね、そのままさきほどご紹介のありましたアプリ De統計の中で生か

されているというような状況になっています。また、次の四角では疑似ミクロデータの試

供提供についてご説明をしております。こちらについても教育用等々でですね、着実に利

用されているという状況になっておるということで、申出数は38件で若干増えているとい
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うことになっております。 

11ページ目をご覧ください。内部統制の充実・強化の項目です。２つ目の囲みの方にご

ざいますが、前年度と同様に、役員による執務室の巡回、役員メッセージの発出とかです

ね、あとはニュース速報的な情報発信、あと職員提案制度の実施、こちらについては行わ

せていただいております。特に先ほどの、後でもご説明があるとは思いますが、25年の12

月にはですね、独法制度改革に関しまして、重要な閣議決定がなされておりまして、これ

統計センターにも非常に影響があったわけですが、その発出日にですね、即座に理事長の

メッセージという形で、イントラネットにメッセージを掲載いたしまして、統計センター

としてどういうふうに考えるべきかという話を出してですね、皆様に役員等々の考え方を

お伝えしたというような形になっております。 

12ページをご覧ください。リスクの把握対応等というところに関しましては、①～④ま

でリスクへの対応が書いてございますが、こちらについては前年度に引き続き、誠実に取

り組ませていただいております。特に、セキュリティ対策に関しましては、eラーニングに

よるテストですとか、ISMS による認証という話もございまして、それとともにですね、し

ばしは e-Statをはじめとする情報システムの方に、今 DoS攻撃だの、メール攻撃等々に関

しては、ご多分に漏れず、しっかりと私どもにもございますが、こういうものについて、

破られるということがないように、しっかりと対処しておりまして、現状のところ、漏洩

等の事象は発生していないというような形になってございます。また、２番目の囲いにご

ざいます、監事監査の実施に関しましては、定期的な監査、あと役員会会議への監事の御

出席、あと入札全体についての監視ということをやっていただいておりますし、外部監査

人による外部監査ということもやっているという形になります。 

最後に13ページのほうにですね、あくまで参考というかたちで付けさせていただいてお

りますが、要因投入量とコスト構造ということで、平成25年度の状況をお示ししておりま

す。こちら、こういうことを分析しながら、今回の状況に、また次回に活かしていくとい

う方向でございます。 

平成25年度の事業報告については、以上になります。 

 

（廣松分科会長）どうもありがとうございました。続きまして、統計センター監事から、

事業報告書について、ご意見があればお願いしたいと思います。よろしくお願いします。 

 

（中山監事）業務担当監事の中山です。昨年に引き続きまして、今年もまた分科会に出席

させていただきました。よろしくお願いいたします。昨年、会議に出たとき、各委員の方

からいろいろとご意見いただきました。非常に私としてもですね、励みになったし、励ま

しになった、それから非常に参考になる部分もありましたので、今年もまたよろしくお願

いしたいなと思っております。 

 今、廣松会長のほうからも話がありましたように、事業報告書についての意見というこ
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とで、私としてはですね、いろいろと意見書を、今、小松室長からも話がありました通り、

意見書を見させていただきまして、内容としては、事業報告書は業務運営の状況を正しく

表示しているというふうに認識しております。そういった意味では、事業報告書、よくで

きおりています。 

ただ、この際、せっかくの機会ですので、私としてはですね、是非かねてから懸念して

いる、懸案している事項について、お話しをしていきたいと思っております。それは、昨

年もちょっと話をしたんですが、役職員の削減、これが、昨年よりも更に今年度について

は、政府の方針という中で、えらく大幅な削減、10年に渡ってですね、かなり大規模に削

減をされるというような話になっています。これにつきましては、私どもも統計センター

内でもって、幹部以下、かなり皆さん一緒になって、どういうふうにやっていけばいいの

か、どういうふうに事業を見直していけばいいのか、ということをやっておるわけですが、

こういったかなり大幅な削減になってくると、実際に今のやっている成果物の提供が、今

後、その年になったとき、果たして今のような状況でもって提出できるのか、かなり大き

な懸念を抱いております。そういった意味でもしかしたら、今、統計局長さんも来られて

おりますが、統計局のほうにも、統計センターの業務を一部、委譲というわけではござい

ませんが、返上というかですね、そういうようなことも、場合によってはあり得るのかな

と思っております。それぐらい、統計センターとしては、今かなり厳しい状況に追い込ま

れているのが事実です。そういう中でいろいろと話を、私監事としても話を聞かしていた

だいておるんですが、例えばじゃあ、民間活用すればいいじゃないか、その分がなればい

いじゃないかと話もあろうかと思います。ただ、実際にですね、いろいろと聞いてみると、

例えば経常調査なんかも待ったなしの状況で、期限もかなり短い期間に限られてますし、

そういう中で、実際の製表業務、これを託すとなると、これはかなり難しいんじゃないか。

確かに受付事務とか、いくつかの格付けの事務については、すでに民間に託しております

し、今後とも、更にプラスアルファの部分も民間活用に託さなければならない部分もあろ

うかと思いますが、実際の本体としての製表業務そのものはですね、かなり難しいのかな。

それから周期調査なんかについての業務についても、色々と担当などの話を聞いてみると、

公表間際になって、あるいはかなり経ってから、実際にプログラムの変更とかこういう形

になって、かなり徹夜状態のような形の、時間外でもってやらざるをえないと聞いており

ます。これをもし民間に委託した場合は、変更契約とかそういった変更額の上積みとか、

いろんな形の中で出てくるし、それに、期限に間に合うかどうか分からない、こういった

状態になっています。 

ただ、もう一つ問題がありまして、統計センターにとっても新しい血が必要です。特に新

規採用職員についてはですね、予算上かなり厳しいと認識していますが、そういう中で、

できたらいろんな形の中で、新しい職員を採用して頂きたいなと思っています。それに私

の監事としての目標というかモットーは、若い人が希望をもって活気溢れる職場でもって、

将来を見据えて働ける職場作り、風通しの良い職場作り、こういったことを目指しており
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まして、今現状にいる幹部の皆さんはかなり力を発揮していると思いますけれども、若い

人が今後、人員削減かなんかで力が弱くならないように、ぜひ今の局あるいはセンターの

役職員の方は頑張って頂きたいなと私は思っております。いずれにしてもですね、そうい

った形の中で、監事としての職をやっておりますと、昨年もそうだったのですが、特に委

員の皆さんからの御意見、本当に色々と私も肝に銘ずるものがありますし、見えてなかっ

たものが見えてきたり、色々と知る機会にもなりますので、今日の分科会も、私、非常に

楽しみにしております。それをもってですね、色々と監事としての職を全うしたいなと思

っております。そういったこともありますので、今後ともよろしくお願いいたします。 

 

（廣松分科会長）どうもありがとうございました。それではただいまの平成25年度にかか

る統計センターからの事業報告および監事の方の御意見に基づきまして、この平成25年度

にかかる業務実績の報告について御意見御質問をいただければと思います。どうぞご自由

に発言を頂きたいと思います。いかがでしょうか。はいどうぞ。 

 

（河端専門委員）簡単な意見と質問をさせていただきます。６ページ目の、結果表の受領

書の提出依頼の期間ですが、三か月というのは確かに長いと思いますが、結果表送付後一

週間というのも短いような気がして、二週間くらいにしてはいかがでしょうか。 

それと、７ページ目の統計データの二次的利用業務についてですが、利用数が予想より

も少ないのでしょうか。この分科会の趣旨とは関係ないのかもしれませんが、料金がどの

ように決まっているのか、教えて頂きたいと思いました。 

集計単位が最小で市区町村であることについてですが、特に GISを専門とする研究者は、

集計単位がせめて町丁目レベルであると大変ありがたい。その点についてなにかお考えが

ありましたらお聞かせ下さい。 

 

（廣松分科会長）それではセンターの方から、回答をお願いします。 

 

（小松経営企画室長）ありがとうございます。最初に御指摘の一週間は短すぎるのではな

いかというお話は、御意見をふまえまして適切に検討したいと思います。それから二次的

利用の関係の話でございますが、確かに二次的利用がもうちょっと伸びるのではないかと

いう話をしていたところ、現状では金額的な問題もあるという話自体は確かに聞いていま

すし、範囲が学術研究にどうしても収まってしまうというところもあって、努力はしてい

るのですがぽんぽんと拡大が進んでいくという訳にはいかない状況です。これに関しては、

政府全体として統計の中で、例えばもうちょっと枠を広げていくことができないのかとか、

もう少し金額を安くするとか、学割をするとかできないのか、色んな方向から今、検討さ

れているという風にうかがっております。 

金額に関しては実費相当という形でございまして、法令上で、一応、何にいくら、とい
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うのがちゃんと決められている形で、今、お金をもらい受けている格好になっておりまし

て。あまりこれ低すぎると私たちもたち行かなくなってしまう訳ですから。量の関係と、

そういうところと勘案して適切なラインができてくる、また将来変わってくるところもあ

るのかなという風に理解をしております。基本的に私ども、どんどん広げていきたいと思

っておりますので、検討の場でも現状どういう風なことをやっているのかをお話しつつ、

よりよい方向に向かって頂ければ良いのかな、という風に思って、やらせて頂いておりま

す。 

 

（廣松分科会長）はいどうぞ。 

 

（須江統計局長）先生、おっしゃった GIS との関係で、市町村より細かい単位で表章でき

ればというお話しはあるもののですね、基本的に標本調査中心ですので、標本調査で細か

い単位を表章するのは実際問題できないので、どうしても単位が市町村あるいは都道府県

となってしまう。実際、GIS でうまく使えるのは国勢調査とか経済センサスみたいな、セン

サスものであれば細かい表章単位で結果を公表していますのでそれを是非活用いただけれ

ばと思います。 

 

（河端専門委員）国勢調査や経済センサスはもう少し細かく出していると。 

 

（須江統計局長）はい。細かく公表しています。 

 

（河端専門委員）そうですか。 

 

（廣松分科会長）御参考までに、さきほどの二次的利用の件ですが、政策統括官室の方で、

現在検討中で、大きくは二つ、一つは先ほどの話の利用目的に関して、もう少し、範囲を

広げることを今、考慮中ということで、検討しております。それから二番目、これは、あ

る意味センターにも直接関わることですが、今は法令上、この二次的利用の受託をできる

のは統計センターだけです。その点に関しても統括官室の方で検討して、各府省に問合せ

をしたようですが、ほかに二次的利用の受託業務を受託できるような組織があるかという

こと、アンケートで問い合わせたようですが、今のところ、統計センター以外の組織に関

してはあがっておりません。そういう意味で法令上も、統計法が新しくなって五年経った

訳ですので、少しずつ見直しを試みているところだと思います。 

 

（戸谷理事長）いまオーダーメイド集計で局長がもう少し細かい市町村以下の単位という

ことで、今のシステムでは標本抽出でやっておりますので、市町村別の中に限定されると

いうことで。これも含めて今後の課題ということになろうかと思います。 
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（廣松分科会長）ほかにいかがでしょうか。どうぞ。 

 

（引頭委員）ありがとうございます。三点、あるんですけど。一点目は５ページ目のです

ね、業務の増減についてですが、一点目は国勢調査について17.8％増加して、これは来年

度の調査実施に向けた前倒しと、この行動自体は良いことだと思うのですけど、よく考え

ると25年は住宅・土地統計調査しかないというのは周期調査ですから、もともとのは分か

っているわけで、そうであれば手が空いた年は、こういうものを前通ししようとかですね、

もともとの、中期計画は今後なくなるのですけれども、もともとの計画の中にもっと入れ

た方がいいのかなと、ちょっと思ったのですけれども、そのあたりについてはどうお考え

でしょうか、というのが一点目です。 

二点目は同じ表でその他の周期調査、それからその下の経常調査、ともにですが結構増

えているんですが、理由が書いてなかったので、これはどんな背景でしょうかというのが

二点目です。 

三点目は11ページの内部統制に関してなんですけども、去年からですよね、役員とか理

事長の方にはですね、巡回によって、今回も大きく組織の位置づけが変わることについて

のこの、伝達というか、周知が徹底されて、職員の方々に動揺は広がらなかったと伺って

いるのですが、これ、ちょっと聞きづらいことなのですけれど、サラリーマンとして、な

かなか役員の人、私も役員ではありますけど、偉い人がしょっちゅうこられるとうれしい

反面、緊張するんじゃないかと思いつつですね、そう言っても社員の方、というか、職員

の方の間に入っていってコミュニケーションができると、より一体化するみたいな効用も

すごく大きいと思うんですけれども実際、何回回られたというデータはあるんですが、ど

んな感じで巡回されているのか、という実態を少しだけコメント頂ければと思います。以

上です。 

 

（廣松分科会長）はい、お願いします。 

 

（小松経営企画室長）それでは順次御回答いたします。前倒し等々の話に関してはですね、

今回は特に前倒しとは言いつつも、案件が発生した自体が25年だったので、なかなか事前

に計画できる性質のものではなかったのですが、事前から分かっているものに関してはで

すね、できるだけそういう形でやるというのは、従前から融通しながら、うまくやってき

たところではございます。計画にあらかじめ入れるというのは検討させて頂きますが、い

ずれにしても同じ気持ちで今後もやっていきたいと考えているところでございます。 

 

（須江統計局長）すいません、今の点ですけれども、マンション対策を前倒ししてやると

いうことなのですけれども、そのためにやっている。 
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（引頭委員）そういうことですよね。 

 

（小松経営企画室長）それからですね、その他のところの増に関してなんですが、その他

の周期調査のところではこれ、全国消費実態調査の関係で、若干業務が増えたというとこ

ろがあったというところでございます。それから経常調査の関係ではですね、個人と科学

の方の調査の増が若干影響していると聞いております。あと、最後の役員巡回の関係です

が、基本的に近年は二部構成になっていまして、前半は各々の課室の課題とかを発表して

頂くようなところで、後半戦は各々のところでホットな話ですとか、こういうのを頑張っ

ているという話を、テーマにとらわれず各々で設定して聞くような状況になっております。 

今動いている、課題設定の方はどうしても堅めになってしまいがちというところがある

んですけれども、後半の方に関しては、なかなか役員の方々から見られないようなことと

か、こんなこと頑張っているんですよとアピールの場に使われておりましてるところがあ

りまして。私なんかも初めて聞く話が結構あって面白かったりするんですけれども。うま

くやっているかな、というような気がします。一方で、色々御意見をきいていると、もう

少し若手の人に出ていただいてはどうかとか、もう少しフランクな話もできないかと聞い

ておりまして、こちらについては今年度ですね、やり方を見直してみようかな、と思って

いるところでございます。 

 

（戸谷理事長）現実に例えば受付整理だとか始まりますと、私も基本的にそういう業務は

したことないものですから、実際になにがおこっているのかわからないし、役員もわから

ないのです。それで、忙しいところを申し訳ないのですけれど、お伺いして、箱が本当に

来て、箱を開けて、どこに置いて、箱をどういう風にしまって、これはまた廃棄物になり

ますとか、問題があるものは例えばこういう書類が問題だと、そのへんまで説明していた

だくと、私も自信を持ってしゃべれるようになるものですから。それと、やはり現場でや

っていただいているところで話を聞くと、職員も全然違って、元気に自信を持って話して

くれるので、大変私は喜んでおうかがいしております。これは役員が巡回するのではなく

て、おうかがいしているのです。 

 

（廣松分科会長）他にいかがでしょう。どうぞ。 

 

（小林専門委員）10 ページ目のですね、次世代統計利用システムによる統計データの試行

提供というところで、API機能、あと GIS機能の提供ということで、スマホとかの利用が社

会的に広がる中で非常に結構なことだと思うのですけれども、３段落目ですかね、25 年度

より API 機能と GIS 機能について「試行提供」ということになっているのですが、本格提

供とはまだなっていないということなのでしょうか。なぜ、そういう本格的に、一般的に

15 

 



提供してないのかということをまず一点、おうかがいしたいと思います。 

あともうひとつ、11 ページの内部統制のことなのですが、役員の方が仕事中に見回りを

しているというようなお話、今ありましたけれども、一番下の囲いの中で、「経営理念、年

度計画、事業計画をイントラネットに掲載」とかですね、その次のフレーズですけれど「毎

月、役員から職員に向けてのメッセージを、イントラネットを通じて発信」となっている

のですけれども、これは組織内の SNS とかグループウェアみたいなもので情報を発信して

共有するような仕組みになっているということなのでしょうか。例えば、先ほど巡回しな

がら直接意見を色々聞くということも非常に重要だと思うのですけれども、顔を見ては言

えないこともあると思いますので、SNSだとかグループウェアみたいなものをうまく活用で

きているのかどうかということを、もし教えて頂ければと思います。 

 

（須江統計局長）一点目なのですけれども、次世代型の統計利用システムの開発というの

は統計センターに先駆的にやっていただいて、新しい利用の形ができたんですね。そのと

きに、これを統計局のデータでまず試行運用したというのが、試行運用の意味でして、こ

の機能が段々運用されてどのくらいでピークがくるか見えてきていますので、この機能を

e-Stat の本体にのせるというのが本格運用で、今年度中に行う予定です。そうすると統計

局のデータだけでなくて、例えば貿易統計とか他省庁の統計も同時に API でつなげてでき

るという意味です。今は統計局のデータだけですけれども、スマホで貿易統計が発表され

たらすぐ見える、こういうような形もできる。これが本格運用だと認識しておりまして。

e-Stat に乗せるということで本格運用を今年度中に行う予定です。 

 

（小林専門委員）APIの利用方法とかいうのもかなり細かく発信していただけるということ

ですね。 

 

（須江統計局長）APIそのものは機械的にデータを結びつけてとってくるということなので、

それぞれのユーザーが自分たちのソフトで開発してらっしゃるところもありますし、我々

もいくつか聞いている中で、会社独自のものというと難しいのですけれども、一般的な利

用方法であればお示しするとかですね。特に自治体向けには多少アドバイスが必要ですの

で、そういったこともやってまいります。 

 

（小松経営企画室長）それからですね、最後の内部統制について御質問があったことなの

ですけれども、内部のシステムでやっているというのはその通りです。ただ、SNSみたいな

感じのものというよりはホームページに専用に作り付けて載せているような形のもので今

運用しているので、あまり好きなことを書けるような感じのものにはなっていないのが現

状といえば現状です 
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（小林専門委員）例えばそれでは意見を双方向にやりとりするということではまだない、

ということで。 

 

（小松経営企画室長）はい。 

 

（廣松分科会長）よろしいでしょうか。はいどうぞ。 

 

（小町谷専門委員）統計データの二次的利用のところなのですけれど、広報などもなさる

のですよね。その広報の対象のところから二次的利用の申し出が出ているのか、つまり、

広報とお申し出のあったところに因果関係があるのかどうか、という点がちょっと一点お

聞きしたいのと、今後どういうより積極的な広報を考えられておられるのか、という点を

お聞きしたいです。 

それとあと、コンプライアンスの関係のところなのですけれども、12 ページにあります

が、ここでコンプライアンス研修を実施とお書きになっていて、業務運営および公的統計

に対する信用性の確保を図ることを目的にして実施しているという風に業務報告書には書

いてあるのですが、この内容は国家公務員倫理審査会の教材を利用しておられるというこ

とで、これは公的統計に対する関係の倫理の問題はやっておられるのか、あるいは一般的

な国家公務員の倫理研修をやっているのか。それをお聞きしたいです。 

 

（小松経営企画室長）二次的利用の広報の関係ですが、広報した先と利用が直結している

かどうかですが、件数が今のところ多くないところもあるのと、広報先を見て頂くとお分

かりの通り、ほとんど学会ベースで広報しているというところがございまして、かなり特

定の場所という形となっておりませんので、大きく見れば、一番使っていただけるところ

はやっぱりこういう学会なんかに集まっている先生なので、そういう意味でターゲットを

当ててやっている、顧客となるターゲットに直接やっているというイメージではあってい

ることはあっている。ただ、因果がどこまできっちりしているかについてはまだ分からな

いという状況です。 

 

（小町谷専門委員）そのときお申し出があったときに、どういう経緯でこういう風な情報

を知ったのですかということを、お聞きにはなっていないのでしょうか。 

 

（小松経営企画室長）ちょっとそれは、聞いていないみたいです。申し訳ございません。 

それから、コンプライアンスの研修の関係は、おっしゃるとおり、基本的には公務員倫

理の関係のものということでやっております。ただ一方で、公的統計に関する信頼性の確

保という観点からしますと、公務員でも当然同じような話はあるのですが、情報漏洩の関

係ですね、外に漏らさない、個人情報をやっぱりきちんと管理するというのがきわめて重
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要なことでございますので、かなり一致しているところがある。統計風に見ると、結局こ

ういう書き方になると、ご理解いただいてもいいのかなという風に思います。 

 

（廣松分科会長）よろしいでしょうか。はいどうぞ。 

 

（木村専門委員）昨年の分科会のときに、さきほどもちょっと話題に出ていました人員の

ところの話の続きで、毎年削減されてきているということなのですけれども、一部、民間

の方に外注している。ただ、どの辺が最終的なバランスとして、いい水準という風に考え

ていられるのか。ちょっと分からない部分もあるのですけれども、あまり減らしすぎてし

まうと、場合によっては外に出した場合に高くついてしまう、とコスト面からそういう問

題が出てくるということもあると思いますし。こういう統計の業務のハウツーがどういう

ものか、細かいところは僕には分からないのですが、そういうのが空洞化するようなこと

はないのか。そういう観点から統計センター様に聞く話じゃないのかもしれませんけれど

も、今後またそういった制度改革があって、単年度管理型みたいな話もありましたけれど

も、そういう中で今後もずっと毎年、今年も確か 60人くらい削減とどこかの資料に出てい

ましたけども、同じような形で削減をされていかれるのか。またそういってやっていくと、

結構な割合でどんどんどんどん減っていくということになると思うのですけれども、どの

くらいを最終的な適正水準とみておられるのか。品質をきちんと一定程度に担保しなけれ

ばいけない関係もあるかと思いますが、その辺がちょっと、この数年の推移だけを見てい

るとすごい勢いで人件費の水準が、今年も 11億と 16％も減と。当然コスト削減をやってい

ただいている訳ですけれども、その辺のバランスをどういう風に見られているのかなと。

ずっと気になっているところであります。 

 

（佐伯総務課長）統計局総務課長でございます。独法改革を進める中で、昨年の末ですけ

れども、平成 25 年度から 34 年度末までの間に 320 人の削減を行う、ただ、留保がついて

いまして、国としてやるべき仕事、このためのリソース、これはきちっと確保しつつ、や

っていくということで閣議決定されております。色んな見方があるのですけれども、外部

の力を使ってできるような仕事はできるだけ外に出していくと。そういう中で国家公務員

として、やらないといけない仕事、これはきちっとやっていくと。削減と言っております

けれども、実際には必要なリソースは戻していく、増やしていくという面もありまして、

320 人を、今の約 800 人のうち、４割減るということではなくて、これをまた戻していく。

国家公務員としてやる仕事として、正確かつ期限を守ってやっていくというところは当然

一番大事なところとしてあるのですけれども、それ以外にもですね、先ほどから出ており

ます色々な統計データの発信ですとか政府共同利用システムの運用の中で、各府省も中々

リソースが確保できてない部分があって、センター、そういったところが支えていくと、

そういう中で、公務員としての常勤の職員を確保してやっていく仕事もあると思いますの
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で、そこは充実させていって、ガクンと減ってしまうのではなくて、今までの見方もある

訳ですから、できるだけ、組織としての力が落ちていかないような形でやっていこうとい

うことで考えております。新しい制度を検討する中で、公務員身分をどうするかというの

が非常に大きな問題としてありました。かつては非公務員とする中で、法案もでた、これ

は通りませんでしたけれども、そういう中で公務員身分はやはり統計局と一体的に仕事を

しているわけですから、ないといけないだろうということもあって、そういう議論の中で

効率化の話と一緒になって決められました。ご懸念のようなことは当然我々も考えており

まして、そうならないように、かえってこれをバネに元気な組織に統計センターがなれる

ように、一緒になって考えていこうと今色々と議論を進めているところです。また、色々

な形で応援頂ければと思います。 

 

（廣松分科会長）よろしいでしょうか。ちょっと時間も過ぎましたので、議題１について

の御質問等につきましては以上の通りとさせて頂きたいと思います。ただ一言だけ私の個

人的な感想を申しますと、先ほど二次的利用の件で色々議論になりましたが、それとは別

に 10ページのところで疑似ミクロデータのことが触れられております。現在この疑似ミク

ロデータが作成されているのは消費実態調査のみですが、今後、就業構造基本調査も疑似

ミクロデータを作っていただくということでした。私はこの利用申し出が 38件というのは

予想よりも多いというか、結構皆さん使って頂いているのではないか、その上で就業構造

基本調査も加わると、主として大学等の演習用だとは思いますが、この動きは大変おもし

ろいというか、今後ますます増えるのではないかという風に期待をしています。 

さて、この業務実績につきましては今後各委員の方々に評価を頂くことになりますが、

評価の進め方等についてはのちほど事務局の方から説明がありますので、よろしくお願い

いたします。 

続きまして議題の２、平成 25年度の財務諸表の承認に必要な意見聴取について、統計セ

ンターから説明をお願いします。 

 

（小松経営企画室長）はい、それではひきつづきまして私の方からこちらについての御説

明をさせていただきます。説明には先ほど使わせて頂きました概要の 14 ページ目と 15 ペ

ージ目を使い、ご説明をさせていただきたいというように思います。 

概要の 14ページ目の方をお開き頂ければと思います。はじめに損益計算書でございます

が、こちらの方のポイントをご紹介させて頂きます。収入総額が約 84億 100万円という形

でございまして、うち国からの運営費交付金は 76億 1,600万という形で 90.7％を占めてご

ざいます。特徴といたしまして、法人全体の人件費、60 億 2,600 万円でございますが、こ

ちらは給与と福利厚生費と退職金ということで、これは経常経費全体の約 77.7％を占めて

いるというような構造になってございます。経常費用につきましては 77億 5,500万円でご

ざいますが、内訳といたしまして製表部、情報技術部関連経費である業務費に 69 億 9,500
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万円。総務部の関連経費でございます一般管理費に 7 億 3,900 万円。財務費用に 1,500 万

円。雑損に 600 万円という形になっております。財務費用はリース契約の利息でございま

して、雑損は報告書の不良品等々となってございます。 

それから経常収益の方でございますが、80億8,100万円という形になってございまして、

運営費交付金収益が 72億 2,300 万円、資産見返運営費交付金戻入が 7,200万ということで

運営費交付金の収益化率が 95.8%という形になってございます。その他、受託製表の収入が

2,300万円、政府共同利用システム利用料の収入が 6億 8,200万円。統計データ二次的利用

の収入が 500 万円。統計調査報告書の収入が 7,400 万円という形になってございます。な

お、統計調査の報告書収入でございますが、こちらの刊行事業について平成 23 年の 10 月

から開始しておりますが、平成 26 年度 3月末をもって終了という形にさせていただており

ます。在庫については通常通りに販売しますけれども、新しい刊は出さないという形で、

こちらには、以後は在庫の数字だけがあがってくるというイメージになっているかと思い

ます。それからその他の経常収入が 200 万円という形でございまして、当期の総利益が 4

億 9,200 万円という形になっているということでございます。 

1ページをめくって頂きまして、貸借対照表のポイントをご説明させて頂きます。まず資産

の方でございますが、30億 9,400 万円でございますが、内訳といたしましては流動資産 16

億 2,800 万円と固定資産 14億 6,600 万円という形になってございます。うち、流動資産の

方に関しましては現金預金で 15 億 3,700万円、未収金で 7,800万円、棚卸資産である出版

物が 1,100万円、前払い金が 200 万円という形になっております。 

固定資産に関しましては 14 億 6,600 万円という形になりますが、うち有形固定資産は 12

億 3,300 万、無形固定資産が 2 億 3,300 万円という形になっておりまして、有形固定資産

の内訳としましては建物、設備、車両、工具、器具、備品等々という形になっております。 

無形固定資産の内訳としてはソフトウェアですね。資産合計が 30億 9,400万という形にな

ってございます。一方、負債の方でございますが、24 億 5,800 万円ということでございま

して、内訳といたしましては流動負債が 14 億 2,400 万円。固定負債が 10 億 3,400 万円と

いう形になっております。流動負債の内訳といたしましては運営費交付金債務が 3億 9,200

万円。未払金が 7 億 100 万円。預かり金が 1,900 万円。短期リース債務が 3 億 1,100 万円

という形になっております。また固定負債の方につきましては、内訳は長期リース債務 6

億 3,100 万円という形になります。純資産の方でございますが、6億 3,600万円ということ

で、こちらは利益余剰金がそのまま計上されているということでございまして、こちらの

内訳は前中期目標期間繰越積立金が 1 億 4,400 万円。当期未処分利益が 4 億 9,200 万円と

いう形になります。これで負債と純資産の合計が 30億 9,400万円という形になります、と

いうことです。簡単でございますが、以上でご報告を終わりとさせて頂きます。 

 

（廣松分科会長）ありがとうございました。ただいまの財務諸表等につきまして、統計セ

ンターの文野監事から御意見を頂きたいと思います。よろしくお願いします。 
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（文野監事）どうも、統計センターで会計担当の監事をしております文野と申します。そ

うですね、意見といいますか、非常勤ですので月に二度ほどしか来ておりませんけど、毎

月、月次決算という形で経理の方でまとめられた資料等を拝見して、トピック的なところ

でいきますと、大きなリース資産の方、契約がありましたら、リース契約の会計処理につ

いて検討したり、今年度の決算におきましては、ちょうど昨年度が中期計画の最後でした

ので、中期計画で持ち越した利益を、今年度、非常に会計チックな話で恐縮なのですけれ

ども、前期・中間期に積み立てた積立金をいくら取り崩すか、とかですね、そういったと

ころについて検討いたしまして、財務諸表等についての監査報告ということで、一週間ほ

ど前の６月９日付けで適正というような報告させて頂いております。 

 

（廣松分科会長）ありがとうございました。それでは以上の説明および幹事の御意見に基

づきまして、委員の皆様方から御意見等があればご発言をお願いしたいと思います。いか

がでしょうか。はいどうぞ。 

 

（木村専門委員）もうちょっと説明をお願いしたくて、概要のところに財務諸表のポイン

トとしてお付け頂いているのですけれども、たぶん、文野先生もそうだと思うのですが、

我々が見るときに、去年とどう変わったとかですね、そういう視点でよく見るものですか

ら、事前に説明に来て頂いたときには、私が去年そういうことを言ったので、私用にペー

パーを作っていただいたと思うのですけど、ただ、せっかく作っていただいたのに事前説

明のためだけというのはもったいないという気もしますので、バランスシートの構成はこ

うなっています、というのを踏まえて、去年と比べてこうなっています、というようなも

のも、よくコンパクトにまとまっていたかなと思いますので、ここにお付け頂いてもいい

のかなというのが一点です。 

あと、もう一点ございまして、細かい点なのですけれども、iPad の中に入っている資料

統分 38-2-2（参考）比較財務処理等の資料なのですけれども、これの最終ページの６ペー

ジ目に比較決算報告書ということで、予算と実際の決算の２期分の比較みたいなのが出て

いるのですけれども、この中で当期平成 25年度のところなのですけれども、結構いくつか

予算金額と決算金額の乖離がそれなりにある支出項目がありまして、例えば、そこの増減

は前期比較になっていて、予算と実績の比較にはなっていないんですけれども、例えば経

常統計調査等にかかる経費とか、８億 5,000万が６億 5,000万とだいぶ少なく済んでいる。

人件費なんかも結構、計画と比べると 55 億ぐらいの計画だったのが 51 億ちょっとくらい

の実績になっているということで、この辺はちょっと計画と乖離があります。費用が減っ

ているという話なので削減できているということだと思うのですけれども、計画のときに

なにか織り込んでなかった要因で実績が変わったという話なのか、どういう要因があった

のか、おおざっぱでもいいので教えて頂ければな、と思います。すいません、ちょっと細
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かい話で恐縮ですけれども。 

 

（茂木財務課長）財務課長の茂木と申します。よろしくお願いします。昨年も確か比較表

の件で、御質問を受けて、当日ご用意してなくて、去年は７月の事後のレクのときにお持

ちしております。来年のときも、そこは添付等で見やすくする形で、検討したいと思いま

す。今の 25 年度の比較決算報告書のところで、若干、計画と決算が違うという。主な理由

というのは常勤職員・非常勤職員の人件費の関係で、人員削減のところの減が結果として

多い。あと退職手当等もふくめてですね、その点で減になった主な要因でございます。主

に人件費。 

 

（木村専門委員）すいません、もともと計画ではある程度、削減は織り込まれていたと思

うのですけれども、それ以上に計画以上に減少が大きかった、そういう理解でよろしいで

すね。 

 

（茂木財務課長）予算と執行の中での乖離というのもありますが、一定程度の計画性の中

で見込んでいたところ、当初予定してなかったところでの減になっている部分等も影響し

ていると。この詳細は分析しておりませんので、この資料の中ではうまく申し上げられま

せんが、このあたりが細かい要因かと。 

 

（廣松分科会長）よろしいでしょうか。他にいかがでしょうか。はいどうぞ。 

 

（河端専門委員）14 枚目の損益計算書についてなんですけれども、経常収益の統計調査報

告書収益の 7,400 万円で、これに対して、費用の方の、雑損が統計調査報告書の不良品な

どが 600 万あるのですけれども、報告書収入が 7,400 万に対して、報告書の不良品が 600

万っていうのは大きい感じがするのですけど、それはどういった理由があるのでしょうか。 

 

（茂木財務課長）雑損の方につきましては、評価損も入っております。 

 

（戸谷理事長）基本的に報告書でございます。その年度あるいは数年のうちに売り切れな

いものについてはなかなか次に売れるという見込みは立ちにくいものですから、ある時点

で、この場合は 600 万円の評価損をたてて、備忘価額、1円かな、そこまで下げて、決算上

は将来の負債を減らすということで、今回の決算で立てさせて頂いております。 

 

（廣松分科会長）よろしいでしょうか。他にございませんでしょうか。それでは議題２に

つきましての御意見は以上の通りとさせて頂きたいと思います。 

引き続き、先ほどお願いいたしました評価調書のまとめ方につきまして、事務局から説
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明をお願いいたします。 

 

（谷道総務課企画調整担当課長補佐）それでは資料に基づいてご説明いたします。資料に

つきましては紙の方でもお配りしております、38-3 によりまして、評価の進め方の事務局

案をご説明させていただきます。資料 38-3、紙で言いますと平成 25年度の業務実績評価に

ついて、というペーパーでございます。この 38-3 のペーパーの表紙にございますように、

本日、統計センターの平成 25 年度の業務実績、決算等の報告を聴取していただきました。

今後はこの実績に対する評価を昨年同様に約一ヶ月、７月中旬までの間に各項目別に各先

生方にお願いいたします。各項目別の評価を踏まえまして、廣松分科会長ともご相談の上、

全体的な評価案を作成いたしまして、７月末日に予定しております、次回の分科会におき

まして、とりまとめをお願いしたいと考えております。項目別の評価の分担につきまして

は、次のページにございます役割分担でございます、これにてお願いしたいと思っており

ます。基本的に昨年と同じ分担ということでお願いいたします。ただし、製表部門につき

ましては昨年、先生方から要員投入量に関する項目に偏っているのではないかと、もう少

し質的な評価を加えるべきではないかといった御意見を踏まえまして、新たに作成いたし

ました評価指標に基づいて評価して頂きます。具体的には 30 ページにございますように、

調査毎に主査、副主査それぞれ先生方に見て頂きまして、改善取組、イノベーションとい

った質的項目、背景事情を踏まえた点数の調整部分なども評価をお願いいたします。７月

の分科会でとりまとめて頂きました評価結果につきましては、８月に予定されております

親会、総務省の独法評価委員会に廣松分科会長から報告して頂きますことを予定しており

ます。その後、政府全体、評価の評価を行っております、政策評価・独立行政法人評価委

員会におきまして二次評価が行われる、という流れでございます。評価の考え方につきま

しては昨年同様でございます。評価を実施するにあたりまして、政策評価・独立行政法人

評価委員会から今年度新たに考えが示されているものといたしましては、iPad の方、参考

の 38-4 でございます。ここに、平成 26 年度の取組についての考え方が政策評価・独立行

政法人評価委員会から送付されております。特に統計センター評価の関係におきましては、

ページ番号２ページ目、下の部分でございます。下の部分で「２．年度評価について」と

年度評価にあたってはこういう考え方のもと評価して下さい、ということが示されており

ます。具体的に一番下、かっこで年度評価の視点とございますが、例えば以下について明

らかにした上で評価を行っているか。ということで業務への実績、業務等への取組状況と

実績を踏まえて評価を行っているか、あるいは中期目標等に照らした達成状況や進捗状況

を踏まえて評価を行っているか。こういったもの、既に取り組んでいるものが改めて提示

されているところでございます。次のページにうつりまして上の方から、目標未達成の業

務等について要因と改善方策等を明らかにして評価されているか。あるいは成果、アウト

カムについて明らかにされているか。あるいは過去の指摘をふまえた取組について評価を

行っているか。電子化等、業務の効率化に関する取組状況を明らかにした上で、評価を行
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っているか。過去の指摘を踏まえた内部統制等々、適切に評価を行っているか。保有資産

の保有の妥当性について、評価を行っているか。とされておりますので、こういう通知が

出されておりますので、ご承知おき願います。 

今後一ヶ月間、評価の期間に入りますが、各委員の皆様にはご負担のかからないよう、

評価の進め方については事務局で工夫させて頂きたいと思います。以上でございます。 

 

（廣松分科会長）ありがとうございました。委員の皆様には資料 38-3の「評価の進め方に

ついて」に基づいて項目別の評価を進めて頂きたいとお願いいたします。項目別の評価の

結果を踏まえまして、次回の分科会、７月 31日の予定でございますが、そこで全体評価を

とりまとめたいと思います。ただいま説明および今後の予定を通じまして、御意見、御質

問等がございますでしょうか。 

よろしいでしょうか。それでは評価の方なにとぞよろしくお願い申し上げます。では続

きまして、最後の議題、「３．その他」について、総務省統計局から説明をお願いします。 

 

（佐伯総務課長）それでは資料統分 38-5に沿いまして、今回成立いたしました改正独法通

則法、改正統計センター法の適用後の統計センターの評価について概要を説明いたします。

まず法人の分類でございますが、先ほど局長からもお話ありましたけれども、統計センタ

ーは行政に非常に近い法人ということで、行政執行法人という位置づけになります。行政

執行法人というのはここに、通則法の定義を書いておりますけれども、国の行政事務と密

接に関連した、国の相当な関与の下に確実に執行することが求められる事務事業を単年度

ごとの目標計画に基づき行うことにより、正確、確実に執行することを目的とする法人と

いうことでございます。こういう法人でございますので、役職員には国家公務員身分を付

与するということになっております。目標・評価の仕組みはこうなるとかなり変わりまし

て、年度目標をまず作るということですけれども、その前提として、制度官庁である総務

大臣が目標設定に関する統一的な指針を作るということで、これに基づいて、主務大臣で

ある総務大臣が統計センターの年度目標を具体的に作ることになります。単年度管理型で

すので、中期目標・中期計画は作らないのですが、年度目標の中に中期的な観点から参考

となる事項は記載するということで、ここで中期的な目標については盛り込むことになっ

ております。事業計画の作成については統計センターが主務大臣から指示された年度目標

を達成するために計画を作り、主務大臣の認可を受けることになります。評価につきまし

ては主務大臣が毎年度業績評価を実施します。従来は各省におかれております評価委員会

において一次評価を行っていましたが、今回の制度改正によりまして、主務大臣がまずは

評価を行うことになっております。省の評価委員会は今年度末をもって廃止ということに

なります。分科会の方も連動して廃止ということになります。二次評価につきましては総

務省に第三者機関である独立行政法人評価制度委員会を設置いたしまして、主務大臣が行

いました業績評価の結果を点検することになっております。具体的には毎年度の主務大臣
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の業績評価の結果、中期的な期間における業務の効率化の評価、この二点について基本行

いまして、必要に応じて主務大臣に意見を出すと、こういう仕組みになります。制度改革

の三つ目としてガバナンスの強化です。監事・会計監査人の調査権限の強化ということで、

役員の不正行為等の主務大臣への報告、あるいは監査報告の作成義務、このあたりが明確

になっています。それから主務大臣につきましても、年度目標を達成するために特に必要

と認められる場合には、監督上命令することができることになっています。行政執行法人

ということで主務大臣の権限が非常に強くなっています。 

以上ですが、先ほど省の評価委員会はなくなると言うことを申しましたが、客観性、中

立性、専門性の確保が重要だということで、置かれていた訳であります。そのあたりは何

らかの配慮が必要じゃないか、という議論はされているようですが、これは今後の議論を

待つということになろうと思います。以上でございます。 

 

（廣松分科会長）ありがとうございました。これまで法律が通るまで、このセンターの位

置づけはなんとなく中途半端な形になっていた訳ですが、今回、改正独立行政法人通則法

および改正統計センター法が成立し適用されるということで、新しい形で今後運用される

ということです。何か御質問はございますか。よろしいでしょうか。一応、本日予定して

おりました議事は以上でございますが、事務局の方で、最近のデータ提供の動きとか統計

教育の動きについて資料を用意して頂いておりますので、総務省統計局から説明をお願い

します。 

 

（上田総務課調査官）それではですね、私から資料統分 38-6、お手元に紙でもお配りして

おりますけれども、最初に統計局長の挨拶にもありました アプリ De統計 のご紹介をこの

場を借りて説明したいと思います。このアプリ De統計ですけれども、スマートフォン上で

身近な政府統計データを提供するいわゆるスマホ用のアプリで、命名を「アプリ De 統計」

という風につけているものでございます。その機能ですけれども、大きく三つの機能がご

ざいまして、一つ目が「City Stat」という風に我々呼んでおりますけれども、現在スマホ

を使ってらっしゃる方がいる場所を GPS で読んできて、その場所の市区町村コードに変換

した上で、最新の情報を API から引っ張ってくるという機能を持たせているもので、その

場で簡単にその地の手軽な統計が入手できるというものでございます。それからもうひと

つが「ポケット統計」というもので、基本的な統計データを、事項を選択して、APIで最新

の情報を引っ張ってくるというものでございます。 

それからもう少し遊び心のある機能といたしまして、統計時計ということで、日々、様々

な日にちなんだ統計情報や統計にまつわるクイズ、ちょっとした統計グラフの作成機能を

もたせた機能をもっております。これらの機能は一ページ目の一番下に、冒頭でも説明し

ましたが、このアプリケーションは職員によるコンテストを統計局・統計センターで局長

杯・理事長杯というかたちで開かせていただきまして、優秀なものについて実現をしてき
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たというものでございます。６月 22日現在で、担当に聞きましたところ、23,016件のダウ

ンロードがあったということで、プチヒット程度のものになっているということでござい

ます。実際の中身、一枚めくって頂きますと、「City Stat」をその場で押して頂きますと

GPS でその場の情報が随時出てくるというもの、「ポケット統計」は右側の列にあるような

人口、世帯とか企業活動とか、項目を選ぶと最新の情報が一覧としてでてくると、そうい

ったものになっております。せっかくの機会ですので、資料の最後のページの裏、最後の

ページの二ページ前、ですけれども、ダウンロードの方法も記載させて頂いております。

アンドロイド系のスマホを持ってらっしゃる方、是非ご利用のほどよろしくお願いします。

バージョンは 4.3 以上になります。 

それから続きまして、資料統分 38-7-1、経済成長を担うデータサイエンス力の高い人材

育成の取組についてもこの場を借りて、局長の挨拶にもございましたけれども、ご紹介さ

せていただきます。総務省はこれまで統計リテラシーの普及・啓発を先導して参りました。

その経験を活かしまして、日本統計学会といった団体と協力いたしまして、データサイエ

ンス力の高い人材育成のための取組を展開しています。これまでも統計学園とか中高生向

けの統計教育はしてきましたが、今度は社会人向けの取組ということで、中程のかぎかっ

こで（示した）二つの取組を今後行っていくこととしております。ひとつめは統計力向上

サイト「データサイエンス・スクール」の開設でございます。これは、パソコンやスマー

トフォンなどでデータの活用方法や統計に関する知識をいつでもだれでも学べる、統計学

習向上サイト、統計力向上サイト、データサイエンス・スクールというものを、６月１日

に既に開設しておりますけれども、６月１日に統計局のＨＰ上に開設してございます。そ

の中身、お手元の資料でカラー刷りのものがあると思いますが、その中身といたしまして、

五つ、大きく項目がございますけれども、ビジネスに役立つ豆知識や、プレゼングラフの

作成のポイント、それから、できる人のビジネス活用術ということで、インタビュー中心

で、ここに写真に出ておりますけれども、『統計は最強の学問である』で有名な西内啓先生

などにもコメントをいただて、統計の使い方に参考になるような情報を掲載させて頂いて

おります。そのほかにもあなたの統計力ということで、学会で行っています統計検定に対

応した、二級から四級に対応した、問題を提示いたしまして、自分の実力が分かるという

ことで、先生にもぜひやっていただきたいのですけれども、意外に難しくて私は解けない

問題も結構あったというのが印象でございます。こういう社会人向けにも統計データを使

って、知識が増えるような取組を我々進めさせて頂きたいと思います。そのほかにも、最

初のページに戻っていただきまして、資料統分 38-1の一番頭ですけれども、今後の展開と

いたしまして、データサイエンスオンライン講座を立ち上げる予定としております。これ

は自ら学びをサポートする、Web 上で誰でも無料で参加可能なオープンな講座、いわゆる

MOOC を用いた、そういう手法を用いた、データサイエンスオンライン講座というのを今年

度中に立ち上げたいという風に思っております。このような取組を通じて、今後一層の統

計の人材の底上げというものを総務省としても取り組んでいくということとしております
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ので、先生方もご支援のほど、よろしくお願いいたします。それからもうひとつ、これと

連動した動きといたしまして、資料統分 38-7-2、並行いたしまして、NTT データグループ

と MOOC を活用した「gacco」という、オンラインサイトについても同時並行でプロジェク

トを進めさせて頂いておりますのでご紹介します。ポイントは１枚目の資料の３段落目に

記載してございますが、ドコモとナリッジスクウェアは両社が運営する gacco というサイ

トにおいて統計学講座を 2014 年 11 月から開講します。講座内容は統計学会が統計検定を

通じて体系化している統計教育品質保証に沿うものであって統計学会が推薦する複数の大

学教授陣が講師を務めます。で、ここからですけれども、また、本プロジェクトと同様に

データサイエンス力の高い人材育成を掲げる総務省統計局も統計学会を我々が支援するこ

とで公的統計の利用方法に関する講座を提供いたします。これによって大学等を中心に一

部の学生しか受講できなかった質の高い統計科学の講座をオンラインで幅広い方が受講で

きるように措置をしたい、と。１ページめくりまして、簡単な構図でございます。絵がご

ざいますが、講師陣は日本統計学会の方で選定しますが、その選定にあたりまして、総務

省統計局も協力をいたします。次のページ、講座の中身でございますけれども、総務省統

計局が選定し派遣する講師陣の中で、公的統計の活用する方法についての講座も開く予定

としております。このように gacco と連携した取組を我々も進めたいと考えておりますの

で、先生の皆様にも御支援と御協力をぜひともお願いいたします。 

 

（廣松分科会長）ありがとうございました。色々意欲的な試みをして頂いております。た

だいまの説明について御質問あるいは御意見がございましたら頂きたいと思います。 

 

（小林専門委員）さきほどもちょっと説明があったかと思うのですが、「アプリ De 統計」

ですか、iOS用の開発はなされてないのですが。 

 

（上田総務課調査官）年度内にはリリースしたいと思いますのでご期待下さい。 

 

（須江統計局長）アプリ De統計は年度内にいくつかフェーズがあってですね、まずはアン

ドロイド版で走らせたのですが、先ほど申しましたように次世代統計利用システムを使っ

ているので統計局のデータだけなのです。その次のステップとしては、先ほど御紹介いた

しました、地方の情報発信ページを作ると。その次にですね、次世代型から e-Stat本体に

のせる本格運用をはじめます。そうすると貿易統計とか他省庁の統計も見られるようにな

ってくるので、これらを踏まえた上で iPhone版を作ると。 

 

（小林専門委員）シェアとしては大きいのでうちの学生もだいたい iPhoneを使っているの

で、ぜひお願いしたい。 
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（須江統計局長）全体としてはアンドロイド版が多いのですが、iPhone ユーザーも多いの

で、年度内には作ろうと思います。 

 

（廣松分科会長）ほかにいかがでしょう。どうぞ。 

 

（引頭委員）非常に意欲的な取組で面白かったのですけれども、データサイエンス・スク

ールは無料で、と書いてあったのですけれど、こっちの NTT データさんグループは、これ

はどう。 

 

（佐伯総務課長）受講生は無料だと聞いています。 

 

（引頭委員）対面かなにかをやるとか。 

 

（須江統計局長）MOOC の仕組みというのは誰でも見られる誰でも参加できる。ただ紐付け

がないわけですね。自主学習には向いているのですが、一定の水準に達しているといった

認証行為や、進度管理をしようと思うと、試験などを作るので手間が必要で、その部分は

gaccoの仕組み上、有料になる、と。ですので、私どもの方も、データサイエンス力の高い

人材育成を進めるのですが、統計研修所で対応できる部分はこちらの中で認証行為は対応

可能なのですが、民間部分の認証行為まではこちらでできないので、それで統計学会や統

計協会といった民間団体に連携してもらい、そちらでの受け皿を作ってもらうということ

も考えられると思います。 

 

（廣松分科会長）ほかにいかがでしょうか。特にございませんでしょうか。先ほど説明が

ありましたように、アプリ De統計に関しては現在のところ、アンドロイドだけのようです

が、インストール法も出ておりますので、是非、委員の皆様方もご利用頂ければという風

に思います。特に他に御発言はございませんでしょうか。特に御発言がないようであれば、

本日の分科会はこれで終了とさせて頂きたいと思いますが、よろしいですか。事務局の方、

よろしいでしょうか。さきほどご紹介ございました、次回の分科会は７月 31日の木曜日午

後四時から開催することとしております。詳細は事務局から追って連絡することとしてお

りますので、よろしくお願いいたします。それでは本日の分科会はこれで終了いたします。

御協力ありがとうございました。 

 

（須江統計局長）どうもありがとうございました。 
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